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概要
気候変動対策として、データセンタの再エネ化が進ん
でいる。再エネ導入促進のため、再エネ需給の不一致解
消を目的に複数事業者間で連携を行う再エネ需給調整計
画最適化を研究した。従来技術では、各事業者の使用す
るエネルギーの種類 (再エネ/非再エネ)を区別せず、各
事業者の再エネ化等の目的を考慮できないという課題が
あった。そこで、運用計画と同時に各タイムブロックの
再エネ使用量を計画することで各事業者の再エネ化等の
目的に対して最適な計画を作成し、総再エネ使用量を元
に再エネ融通価格の適正化を繰り返す方式を検討した。
再エネ需給調整未実施に比べ、各事業者の目的達成を支
援しつつ再エネ需給の不一致 22%減の試算結果を得た。
1 はじめに
近年、気候変動対策、また、社会的な脱炭素化への
圧力を受け、再生可能エネルギー (再エネ)の利用が進
められている。データセンタ (DC)においては、世界全
体の消費電力の 1%を占める大口需要化であること、生
成・消費されるデータ量の爆発的な増加により、消費
電力の爆発的な増加が予測されている [1] ことから、
多くの企業で脱炭素化の取り組みが行われている。特
に、Amazon Web Services (AWS), Google, Microsoftを始め
とする先進的なクラウドサービス事業者は、DCの脱炭
素化をアピールすることで自社事業の成長につなげる動
きを推進しており [2][3][4]、従来の、年間を通じた消費
電力に相当する非化石証書の購入による年間単位の再エ
ネ化から、実際に購入した再エネと消費電力の時刻を一
致させる時間単位の再エネ化が進められている。
一方で、時間単位の再エネ率の向上には、再エネ発電
の不安定性による課題を伴い、DCの消費と再エネの供
給が時間的に一致しない場合、全体では十分量での再エ
ネを調達しているにも関わらず、再エネによる稼働がで
きない時間帯が発生してしまう。これに対し、再エネの
豊富な所にワークロード (WL)を時間的・地理的にシフ
トさせるWLシフト [5]や、蓄電池の利用といった対策
がなされているが、コストが膨大になる、リスクが大き
いといった課題が残る。これに対し、複数事業者による
再エネ合同調達、再エネ融通が行う事例があり [6]、全
体として再エネの供給に消費を一致させればよいため、
リスクの削減に有効であると考えられる。
同様に電力融通を行う電力系統管理者や仮想発電所

(VPP)等においても、再エネの不安定性は課題であり、
再エネ供給が過剰な場合は系統安定性のために PV等に
出力抑制が行われ、本来発電できたはずの再エネが廃棄
される可能性がある。これに対し、分散エネルギー源
(DER)や工場等の配下事業者の運用計画を需給の不一致
を解消するように最適化する協調運用計画最適化による
対策が提案されている [7]。
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図 1 提案手法の概要

時間単位で再エネ率向上を目的とする DC事業者を配
下事業者として含む協調運用計画最適化は、これらの課
題解決に有望であると考えられる。DCにおいては他事
業者との再エネ融通による再エネ利用の増加が見込め、
管理者においては大口需要家である DCのWLシフトを
含めて計画可能になることで再エネ過不足の減少が見込
める。そこで、本研究では、時間単位再エネ率向上を目
的とする DC事業者を含む協調運用計画最適化を目的と
した。
既存の協調運用計画最適化手法をそのまま適用しよう
とすると、DCの制御対象に当たるWL情報を協調運用
計画作成者 (管理者)に提供する必要がある、各事業者が
利用するエネルギーの種類 (再エネ/非再エネ)を区別し
ない、コスト最小を目的としていることを前提としてい
るため事業者ごとの目的の違いを考慮できないといった
課題がある。本研究では、これらの課題解決のため、管
理者から配下事業者への再エネ価格送信、配下事業者の
運用計画最適化、配下事業者から管理者への再エネ調達
希望量の送信、管理者の再エネ価格更新を繰り返す事に
よる再エネ価格の階層的最適化手法を提案する (図 1)。
特に、配下事業者の運用計画最適化において、運用計画
と同時に各タイムブロックの再エネ使用量を各事業者の
再エネ化等の目的に対して最適な計画を作成する。提案
手法について、各事業者が個別に運用計画を作成 (非協
調運用)した場合と比較実験を行い、各事業者の目的達
成を支援しつつ再エネ需給の不一致 22%減の試算結果
を得た。
2 関連研究と課題
本章では、DCの運用計画作成と、協調運用計画最適
化に関する既存研究と、再エネ化を志向する DCを含む
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協調運用計画最適化に向けた課題を説明する。
2.1 DCの運用計画作成

1章で述べたように、DCの運用計画の調整手段とし
て、サーバで実行される ITワークロード (WL: Workload)
の実行を時間的/空間的にシフトさせるものが知られて
いる。WLは、モデルの学習処理等の実行を遅延させる
ことが可能なバッチジョブと、Webサーバー等の遅延が
許されないインタラクティブジョブに分類でき、特に時
間的シフトについては、バッチジョブのみ制御が可能で
ある。Liuらは、各タイムブロックにおけるバッチジョ
ブの実行量を変数として最適化問題として定式化し、こ
れを解くことでWLの実行計画を作成している [8]。こ
のように、WLを制御対象として運用計画を作成する際
には、その WL の種類や、遅延可能な時刻を必要とす
る。一方で、これらの情報は系統管理者といった他事業
者には提供できない可能性が高い。また、インタラク
ティブジョブの量によって各タイムブロックの消費電力
の下限が決められるため、系統管理者からのトップダウ
ン的に計画を指定するのは困難である。
また、DC事業者は再エネ化を目的とする一方で、協
調する DER事業者等は利益を上げることのみが目的で
あると考えられる。そのため、事業者ごとの目的の違い
を考慮し、その目的に応じて運用計画が作成される必要
がある。
以上から、再エネ化を志向する DC事業者を含む協調
運用計画最適化の要件として、以下の 2つが求められる
と考え、本研究では、これらの要件を満たした上で運用
計画の作成を行う。

要件 1 WL等の配下事業者の内部情報の秘匿し、運用
計画作成の決定権を配下事業者が保持する

要件 2 事業者ごとの再エネ目標を含む目的の違いを考
慮する

2.2 協調運用計画最適化
協調運用計画最適化は、コストの最小化といった全
体の目的に最も効果的になるように、配下の DERの充
放電といった制御対象の制御を決定するものである。
Zamaniらは、配下の蓄電池の充放電といった可能な制
御を変数として、混合整数最適化問題として定式化して
いる [7]。一方で、この方式においては、蓄電池の充電
量や工場の稼働状況といった情報を管理者に提供する必
要がある。このプライバシーの問題に対し、全体の最適
化問題を管理者側、配下事業者側に分解し、交互に最適
化問題を解き合うことで、配下の機器の詳細な情報を必
要とすることなく全体最適な協調運用計画を作成する階
層的最適化手法が提案されている。管理者側の変数を指
令、配下事業者側の変数を制御とすると、簡易的には以
下の形で定式化される。

minimize
制御, 指令

総コスト (制御,指令 )

subject to 制御 = 𝒈(指令 )
(1)

ここで、𝒈は以下の各配下事業者の指令下でのコスト最
小化問題の最適解を結合したものである。

minimize
制御i

コスト𝑖 (制御i,指令 )

subject to 制御i ∈ (可能な制御 )
(2)

ここで、可能な制御は、事業者が所持する機器によっ
て定められ、蓄電池の各タイムブロックでの出力を例に
取ると、最大放電量や最大蓄電量、現在の充電量から
(不)等式に書き換えられる。
指令は、管理者、配下事業者の関係によって決まって
おり、各タイムブロックでの電力使用量や電力価格が扱
われる。式 2は、配下事業者によって求解され、その結
果が管理者に送信される。管理者は配下事業者の指令に
対する振る舞いを考慮して指令を決定する必要がある
が、これにより管理者側が配下事業者の所持機器の詳細
を必要とせず、全体最適な運用計画が求められる。この
問題を解くためには、上記の問題を列制約生成法 [9]、
ラグランジュの未定乗数法 [10]等によって、管理者側、
配下事業者側へと分解すること、あるいは総コストを
指令に対するブラックボックス的な関数として扱い、遺
伝的アルゴリズム [11]、粒子群最適化 (PSO)[12]といっ
たメタヒューリスティック最適化手法用いて、配下事業
者の最適化結果を元に指令の更新繰り返すことによって
求められる。本研究においては、再エネ価格を指令と
し、ヒューリスティックベースの階層的最適化を行う。
これらの階層的最適化により、要件 1は達成される。
一方で要件 2の達成に向けては以下の 2課題がある。

課題 1 各事業者が利用するエネルギーの種類 (再エネ/
非再エネ)を区別しない

従来手法においては、各事業者が利用する消費電力量
のみを扱い、利用するエネルギーの内訳 (再エネ/非再エ
ネ)は考慮しない。よって、消費電力量を決定するプロ
セスと再エネの調達量を決定するプロセスが分離され
る。再エネの発電量は時間によって異なり、再エネ化を
志向する事業者は、再エネの豊富な時間帯に消費電力量
を増やすことで再エネ化が安価、容易に進められるた
め、再エネ化までを考慮した場合、最適な運用計画は異
なるものになると考えられる。運用計画作成と同時に利
用する再エネの量を決定することが望ましい。

課題 2 配下事業者がコスト最小化を目的とする単一な
モデルで表現され、事業者ごとの再エネ目標を考慮し
ない

従来手法では、課題 1により環境的な指標が算出でき
ず、また、再エネ化にかかるコストを算出できない形に
なっており、事業者はコスト最小を目的として行動する
ものとして扱われる。また、コスト最小を前提として最
適化問題の分解、変形が行われるものも多い。配下事業
者毎に、再エネ化、利益追求といったように目的は異な
ると考えられるため、同様の設備を持つ事業者であって
も再エネ化への思考によって最適な行動は異なる。その
ため、これらの配下事業者ごとの目的の違いを最適化問
題に組み込む必要がある。
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以上を踏まえ、本研究においては、再エネ価格を指令と
したヒューリスティックベースの階層的最適化を行うこ
と検討し、特に配下事業者側の最適化問題において、同
時に再エネ利用量を計画し配下事業者の再エネ化に最適
な運用計画を作成することで上記の課題を解決する。
3 提案手法
本章では、再エネ価格の階層的最適化による協調運用
計画最適化手法を説明する。階層的最適化は図 1の 4ス
テップを繰り返すことで行われる。3.1節で全体の流れ
を整理し、3.2節で配下事業者における最適化問題につ
いて、3.3節で管理者側の価格更新処理について述べる。
　
3.1 全体の流れ
まず、各事業者の目的について整理する。管理者は、
全体として再エネ需給の過不足を削減することが目的
であり、配下事業者との再エネ売買の価格 (再エネ内部
取引価格: 𝑹𝑬 𝒑𝒓𝒊𝒄𝒆)を調整することでこれを達成する。
配下事業者は、管理者から提示される再エネ内部取引価
格のもとで、コスト、再エネ利用量から定まる指標を最
大化することが目的であり、全体の需給バランスについ
ては考慮せず、自身の運用計画を作成し、再エネ内部取
引量を報告する。
階層的最適化は図 1の 4ステップで構成され、再エネ
内部取引価格、配下事業者の運用計画の更新を繰り返す
ことでなされる。ステップ 1において、管理者は各タイ
ムブロックにおける再エネ内部取引価格を配下事業者に
提示する。ステップ 2において、配下事業者は提示され
た再エネ内部取引価格のもとで、再エネ内部取引量を含
む運用計画を作成する。詳細は 3.2節にて説明する。ス
テップ 3において、配下事業者は自身の再エネ内部取引
量のみを管理者に報告する。ステップ 4において、管理
者は配下事業者の再エネ内部取引量を収集し、その需給
の不一致を解消するように再エネ内部取引価格を更新
する。詳細は 3.3節にて説明する。価格更新後、一定回
数反復するまで、ステップ 1 に戻り、価格更新を繰り
返す。
3.2 配下事業者の最適化問題
式 2の定式化においては、配下事業者の再エネ利用を
考慮せず、また、環境観点での指標を考慮しない。その
ため、配下事業者 𝑖の各タイムブロックでの再エネ利用
量を 𝑹𝑬𝒖𝒔𝒆𝒊 として導入する。再エネ利用を計画するこ
とで、利用した再エネの量、再エネ率 (総再エネ利用量/
総消費電力)といった指標が計画時に求められる。これ
らの指標を配下事業者の各指標の優先度に応じた重み付
け和として、配下事業者 𝑖の目的を設計した。

objective𝑖 (制御i, 𝑹𝑬𝒖𝒔𝒆𝒊 , 𝑹𝑬 𝒑𝒓𝒊𝒄𝒆)
= 𝑘𝑐𝑜𝑠𝑡 ∗ (コスト𝑖 (制御i)

𝑹𝑬𝒖𝒔𝒆𝒊 · 𝑹𝑬 𝒑𝒓𝒊𝒄𝒆)
+ 𝑘𝑅𝐸𝑑𝑖 𝑓 𝑓 ∗ ∥ 消費電力𝑖 ∗目標 𝑅𝐸 率

−
∑
𝑡

(𝑹𝑬𝒖𝒔𝒆𝒊)𝒕 )∥

− 𝑘𝑅𝐸𝑢𝑠𝑎𝑔𝑒 ∗ (
∑
𝑡

(𝑹𝑬𝒖𝒔𝒆𝒊)𝒕 )

+ 𝑘𝑛𝑜𝑟𝑚 ∗ ∥𝑹𝑬𝒖𝒔𝒆𝒊 ∥

(3)

式 3を用いて、配下事業者における最適化問題を以下
のように定式化する。

minimize
制御i ,𝑹𝑬𝒖𝒔𝒆𝒊

objective𝑖 (制御i, 𝑹𝑬𝒖𝒔𝒆𝒊 ,

𝑹𝑬 𝒑𝒓𝒊𝒄𝒆)
subject to 制御i ∈ (可能な制御 )

𝑹𝑬𝒖𝒔𝒆𝒊 ≤ 消費電力i

(4)

配下事業者は、目標再エネ率等の情報と、所持する複
数の機器情報、管理者モデルから提示される再エネ内部
取引価格から、運用計画最適化問題を作成する。これを
解くことで運用計画を作成し、再エネ内部取引量を管理
者モデルに報告する。
3.2.1 DC事業者における定式化例
ここでは、一例として、DC事業者での定式化、特に
式 4における変数と制約を具体に述べる。2.1節で述べ
たように、制御対象はバッチジョブの実行時刻である。
まず、各バッチジョブについて、実行可能時間帯 [ 𝑓 𝑟 (ジ
ョブ開始時刻 ), 𝑡𝑜( ジョブ実行締切時刻 )] ごとにまと
め、その総消費電力量を 𝐵𝑇 𝑓 𝑟 ,𝑡𝑜、タイムブロック 𝑡にお
いて、実行可能時間帯が [ 𝑓 𝑟, 𝑡𝑜] であるバッチジョブに
割り当てた消費電力量を 𝐸 𝑓 𝑟 ,𝑡𝑜,𝑡 とする。ここでは、DC
の運用計画を全バッチジョブが実行可能時間帯で実行さ
れるという制約内で、式 3が最大となるように 𝐸 𝑓 𝑟 ,𝑡𝑜,𝑡

と 𝑹𝑬𝒖𝒔𝒆𝒊 を決定するものとした。タイムブロック 𝑡 に
おけるインタラクティブジョブ量を 𝐼𝑅𝑡、タイムブロッ
クにおける最大の消費電力を 𝑚𝑎𝑥𝑊 とすると、可能な
制御は以下の制約によって表現され、以下のように定式
化される。

minimize
𝐸 𝑓 𝑟,𝑡𝑜,𝑡 ,𝑹𝑬𝒖𝒔𝒆𝒊

objective𝑖

subject to
𝑡𝑜∑

𝑡= 𝑓 𝑟

𝐸 𝑓 𝑟 ,𝑡𝑜,𝑡 = 𝐵𝑇 𝑓 𝑟 ,𝑡𝑜 ∀ 𝑓 𝑟, 𝑡𝑜

𝐼𝑅𝑡 +
∑

𝑓 𝑟, 𝑡𝑜𝐸 𝑓 𝑟 ,𝑡𝑜,𝑡 ≤ 𝑚𝑎𝑥𝑊 ∀𝑡

(𝑹𝑬𝒖𝒔𝒆𝒊)𝑡 ≤ 𝐼𝑅𝑡 +
∑
𝑓 𝑟 ,𝑡𝑜

𝐸 𝑓 𝑟 ,𝑡𝑜,𝑡 ∀𝑡

0 ≤ 𝑹𝑬𝒖𝒔𝒆𝒊
(5)

3.3 管理者
管理者は、配下事業者クラスに再エネ内部取引価格を
提示し、その応答として得られる再エネ内部取引量を元
に、再エネ過不足が減少するように再エネ内部取引価
格を更新する。簡単のため、配下事業者全体について、
「再エネ内部取引価格 𝑹𝑬 𝒑𝒓𝒊𝒄𝒆を入力として、各タイム
ブロックの再エネ内部取引量の総和 (

∑
𝑖 𝑹𝑬𝒖𝒔𝒆𝒊)を出力

する関数 𝒈」として扱う。管理者の目的は、この関数 𝒈

のノルムを最小化させる 𝑹𝑬 𝒑𝒓𝒊𝒄𝒆 を探索することであ
る。こうした最適化の一つの手法として、関数の勾配を
用いるものがある。しかし、関数 𝒈は配下事業者の運用
計画最適化の最適化を用いて計算されるものであるた
め、勾配を直接取得することはできない。また、蓄電池
等においては、再エネ内部取引価格の価格差が充放電に
よる損失を下回る場合は充放電せず、上回ると急激に充
放電を行うという極端な動きをするため、数値微分等

FIT2022（第 21 回情報科学技術フォーラム）

Copyright © 2022 by
The Institute of Electronics, Information and Communication Engineers and
Information Processing Society of Japan All rights reserved.

 365

第4分冊



で勾配を近似しても役に立たない場合が多い。そこで、
「時刻 xの再エネ内部取引価格 (𝑹𝑬 𝒑𝒓𝒊𝒄𝒆)𝑥 が増加/減少
すると、時刻 xの再エネ内部取引量 (𝒈)𝑥 は減少/増加 (少
なくとも非増加/非減少)する」という仮定のもと、勾配
の代わりに再エネ過不足量を用いて再エネ内部取引価格
を再エネ内部取引価格が正の範囲で学習させる。具体的
な手順を Algorithm1に示す。

Algorithm 1 update 𝑹𝑬 𝒑𝒓𝒊𝒄𝒆

Require: 更新回数 𝑇 初期学習率 𝛼0、終了時学習率 𝛼𝑇、
初期再エネ内部取引価格 𝑝0
𝛼← 𝛼0
𝑘 ← (𝛼𝑇/𝑎𝑙 𝑝ℎ𝑎0) (1/𝑇 )
for 𝑡 = 0 to 𝑇 do

𝑹𝑬 𝒑𝒓𝒊𝒄𝒆 ← max(0, 𝑹𝑬 𝒑𝒓𝒊𝒄𝒆 + 𝛼 ∗
𝒈(𝑹𝑬 𝒑𝒓𝒊𝒄𝒆)/max(𝒈(𝑹𝑬 𝒑𝒓𝒊𝒄𝒆)))
𝛼← 𝛼 ∗ 𝑘

end for

4 実験結果
4.1 実験設計

DC事業者の再エネ化を目的とした導入を想定し、配
下事業者として、DC事業者*3、発電事業者*1、蓄電池
所持事業者*1の構成で、30分単位 1日分の再エネ需給
調整計画を作成する。以下、各事業者の目的と所持機器
について述べる。また、簡単のため、再エネ化にかかる
コストのみを考慮する。

DC 事業者は、自身の再エネ目標を安価に達成す
ることを目的とする。再エネ目標を 70%に設定し、
コスト、再エネ率ともに重視することを意図して
𝑘𝑐𝑜𝑠𝑡 = 1, 𝑘𝑅𝐸𝑑𝑖 𝑓 𝑓 = 1, 𝑘𝑅𝐸𝑢𝑠𝑎𝑔𝑒 = 1, 𝑘𝑛𝑜𝑟𝑚 = 1 とした。
次に機器情報 (WL情報)として、30分おきにそれぞれ
2MWh/1MWh/0.2MWhのWLを 8割をインタラクティブ
ジョブ、2割を最大 12時間遅延できるバッチジョブと
して発生させる。
次に、発電事業者は、発電した電力を売却する。制御
対象はないため、指令によらず、発電した電力を全て売
却する。TEPCOの発電データの PV発電と風力発電の
データについて、通年での総発電量が、通年での総要
求再エネ量 (各 DC事業者についての (総消費電力*目標
再エネ率)の総和)に等しくなるようにスケールさせた。
図 3に示されるように、PV発電が主力であり、昼間に
電力の大半を発電し、夜間の発電量は微小である。
最後に、蓄電池事業者は、蓄電池の充放電により、
再エネ内部取引価格の価格差による利益をあげる
こと目的とする。コストのみを重視することを意
図して 𝑘𝑐𝑜𝑠𝑡= 1,𝑘𝑅𝐸𝑑𝑖 𝑓 𝑓 =0,𝑘𝑅𝐸𝑢𝑠𝑎𝑔𝑒=0,𝑘𝑛𝑜𝑟𝑚=1 とした。
蓄電池の規模としてメガソーラーへの蓄電池の併
設事例 (https://www.sbenergy.co.jp/ja/news/
press/2020/0701_110000.html)を元に発電事業者
に合わせて発電事業者の最大出力を 20 分程度賄える
規模にスケールさせることで蓄電池スペック、蓄電
池量を決定し、最大放電量 2.4 ∗ 104 [𝑘𝑤], 最大蓄電量
6.7 ∗ 103 [𝑘𝑤ℎ],充放電時損失を 0.9とした。
再エネ価格の最適化は更新回数 300、初期学習率は 1,
終了時学習率 0.00001、初期再エネ内部取引価格は全タ
イムブロックで 5円とした。

提案手法の有効性を確認するため、(2019/12/1
˜2020/12/1) のデータを用いて比較実験を行った。比
較対象として、再エネ過不足削減量の理想形として管理
者が全情報を収集、制御を決定するもの (以下、管理者
制御)、配下事業者の目的達成支援、再エネ過不足削減
のベースラインとして、各事業者が独自に再エネを調
達、運用計画の作成を行うもの (以下、非協調)を扱う。
管理者制御においては、配下事業者の目的を考慮せず、
再エネ過不足の削減のみを目的として可能な制御の中か
ら制御を最適化させた。非協調においては、発電した電
力を各 DC 事業者に消費電力に比して分配した量まで
0.3[￥/𝑘𝑊ℎ] で調達可能とし、上記の目的を元に運用計
画を作成させた。
4.2 結果と考察

図 2 非協調時、提案手法と管理者制御における年間を
通じた再エネ過不足量

図 3 発電事業者の発電量

図 4 提案手法における再エネ内部取引価格

図 2 に管理者制御、提案手法、非協調についての
再エネ過不足量を示す。年間を通じた平均再エネ
過不足量は、それぞれ 3.269 ∗ 104 [𝑘𝑊ℎ](管理者制御)、
3.291 ∗ 104 [𝑘𝑊ℎ](提案手法)、4.213 ∗ 104 [𝑘𝑊ℎ](非協調)
であり、提案手法が非協調時に比べ、22%の削減が行
われていること、管理者制御に比べても 1%以下の増加
とほぼ同一の過不足量が達成できていることが確認で
きる。
また、表 4.2 に提案手法、非協調、管理者制御につ
いての年間での平均再エネ率、平均コストを示す。
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再エネ率 [%] コスト [￥]
非協調時 提案手法 非協調時 提案手法

DC事業者 0 42.57 48.03 12260 34097
DC事業者 1 42.57 47.96 6130 16988
DC事業者 2 42.57 49.12 1226 3544
蓄電池事業者 – – 0 -16167
発電事業者 – – -32256 -38475

表 1 非協調時と提案手法における各事業者の再エネ率とコスト

図 5 非協調時の DC0(上)/DC1(中)/DC2(下)の消費電力
と再エネ利用量。青い領域がインタラクティブジョブに
よる消費電力、緑の領域がバッチジョブによる消費電
力、緑の線が再エネ利用量を示す。

DC 事業者 1,2,3 について、コストがそれぞれ 12260
￥ → 34097￥、6130￥ → 16988￥、1226￥ → 3544￥
と増加しているが、目的である再エネ率について
は、それぞれ 42.57% → 48.03%、42.57% → 47.96%、
42.57% → 49.12%と向上が確認できた。また、蓄電池
事業者については、利益をあげていることが確認でき
た。蓄電池所持事業者は、蓄電池の充放電によって DC
事業者 0,1,2の支払ったコストの一部を受けとり利益を
上げており、各事業者のコスト減、再エネ化といった目
的達成の支援が可能であることが確認できた。
次に、それぞれの目的達成に寄与した協調的行動につ
いて、2019/12/1の非協調時と提案手法における運用計
画の違いから述べる。2019/12/1 における発電量は図 3
の通りで、価格最適化の結果、図 4のように、再エネ価
格は昼間は安価、夜間は高価になっている。
まず、DC事業者について、非協調時の運用計画を図

5に、提案手法における運用計画を図 6に示す。まず、
いずれの場合においても、夜間の消費を抑え、昼間の消
費を増加させ再エネを利用していることが見てとれ、再
エネ化を志向する DC事業者は、全体の再エネ過不足削
減に寄与することが確認できる。また、協調時において
は、夜間にも高価ではあるが一定量の再エネを利用し、
再エネ率を向上させていることが確認できる。これによ
り、蓄電池事業者に昼間から夜間へ充放電による電力

図 6 提案手法における DC0(上)/DC1(中)/DC2(下)の消
費電力と再エネ利用量。青い領域がインタラクティブ
ジョブによる消費電力、緑の領域がバッチジョブによる
消費電力、緑の線が再エネ利用量を示す。

のシフトを行うインセンティブを与えていると考察で
きる。

図 7 非協調時の蓄電池の蓄電量の推移

図 8 提案手法における蓄電池の蓄電量の推移

次に、蓄電池事業者について、非協調時の運用計画を
図 7に、提案手法における運用計画を図 8に示す。再エ
ネ内部取引価格の価格差に基づき、元々は充放電をしな
かったものが、再エネが安価な昼間に充電、再エネが高
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価な夜間に放電という行動をとっていることがわかる。
これにより、再エネが飽和していた昼間から再エネ枯渇
する夜間へと再エネの供給をずらすことで全体の再エネ
過不足減少に寄与し、同時に自身が目的とする利益を上
げることを達成している。一方で、蓄電池の充放電には
損失が生じるため、この行動を取るにはこの損失を上回
る価格差が必要であることには注意が必要である。価格
最適化の結果、図 4のように価格差が発生し、この協調
的行動をとっていることが確認できる。
これらの傾向をまとめると、全事業者が、再エネ内部
取引価格から昼間の消費を増やすべき時間帯に消費を増
やし、夜間に消費を減らす、あるいは供給を生み出すこ
とにより、再エネ過不足の削減に寄与し、コスト志向の
強い事業者から環境志向の強い事業者へと両者が納得す
る再エネ内部取引価格で再エネが融通されることでそれ
ぞれの目的の達成を支援していると考察できる。
5 まとめと今後の課題
本研究では、再エネ化を志向する DCを含む協調運用
実現に向け、要件 1、2を満たした上での協調運用計画
最適化を可能にすることを目的とした。要件 1のため、
階層的最適化手法に注目し、要件 2の達成に向けた従来
技術での課題 1、2の解決を目的として、階層的最適化
における配下事業者の運用計画最適化問題において、再
エネ利用を運用計画と同時に計画し、各事業者の再エネ
化を含む目的に応じた指標を最大化する手法を提案し
た。DC事業者*3、蓄電池所持事業者、PV発電事業者の
構成で、提案手法/非協調時/管理者による制御と 3つの
運用計画作成方式について、比較実験を行い、再エネ過
不足が非協調時に比べ 22%削減できること、再エネ過不
足削減のみを目的とした運用計画と近い過不足量を達成
できること、各事業者の利益追求、再エネ化といった目
的を支援できることを確認した。
本研究により再エネ化を志向する DCを含む協調運用
により再エネ過不足を削減可能である見通しを得た。一
方で、これらの評価は計画時のものであり、計画を実行
する際には再エネの予測発電量と実発電量の誤差が発生
する。そのため、この予測誤差に対応するため、計画と
のずれをトリガーとして再計画するといった予実差に対
応する方式を検討することが今後の課題である。
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